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2018年度　アジア研究センター活動報告 2018年 10 月～2019 年 3 月

※所属・職名は 2019年 3 月現在

●アジア研究センターの講演会
◆2018 年 11 月 8 日（木）
　テーマ：「北朝鮮経済のベールを剥ぐ」（Unveiling the North Korean Economy）

　報告者：Byung-Yeon Kim 氏（韓国、国立ソウル大学経済学部教授）

●研究グループ：「東アジアにおける安全保障秩序の変動」
◆2018 年 12 月 14 日（金）（非公開）
　テーマ：「冷戦後に本の東アジア安全保障秩序構想について」
　報告者：古賀　慶（南洋工科大学助教授　シンガポール）

●研究グループ：「東アジアの国際経済・ビジネスの変還と現状
　　　　　　　　  そして今後の展望」
◆2018 年 11 月 21 日（水）
　テーマ：「ラオス経済の現状と課題」
　報告者：魚住　和宏（神奈川大学アジア研究員、SCM ソリューション
　　　　　　　　　　　 デザイン代表）

◆2019 年 1 月 30 日（水）
　テーマ 1：「東京港の現状とオリンピックへの影響」
　報告者 1：石原　伸志（神奈川大学アジア研究員、神奈川大学経済学
　　　　　　　　　　　　 部非常勤講師）

　テーマ2：「邦船3社（Ocean Network Express）は
　　　　　　何故合併する必要があったのか」
　報告者 2：合田　浩之先生（東海大学海洋学部特任教授）

●研究グループ：「東アジアにおける東西文明の出会い或いは衝突」
◆2018 年 11 月 21 日（水）
　テーマ：「近世アジア交易と渡来染織品について」
　報告者：阿部　克彦（経営学部国際経営学科准教授）

●研究グループ：「植民地国家と近代性：アジア諸国を中心とする
　　　　　　　　 比較研究」
◆2018 年 11 月 24 日（土）
　テーマ：「従軍漫画家が描いた戦争と南方占領地」
　報告者：松岡　昌和（立教大学アジア地域研究所特任研究員）

◆2019 年 3 月 22 日（金）～3 月 23 日（土）
　　「植民地国家と近代性」公開シンポジウム

　テーマ 1：「琉球併合と沖縄の近代」
　報告者 1：波平　恒男（琉球大学人文社会学部教授）

　テーマ2：「帝国とナショナリズムの言説空間」
　報告者 2：永野　善子（所員　神奈川大学人間科学部教授）

　テーマ 3：「"Invisible Armies: Base Work and Transnational  
　　　　　　  Identities in Okinawa's Military Base"」
　報告者 3：ジョハンナ・ズルエタ（創価大学国際教養学部准教授）

　テーマ 4：総合討論
　報告者 4：梅崎　かほり（所員　神奈川大学外国語学部准教授）

●研究グループ：「アジア地域におけるサプライチェーンリスクマネジ
　　　　　　　　  メントに関する研究」
◆2019 年 1 月 11 日（金）
　テーマ1：「ハラル・エデュケーショナル・ツーリズム：その潜在力と展望」
　　　　　　（Halal Edu Tourism: Potential and Prospects）
　報告者 1：Siti Hawa Radin Eksan
　　　　　　（神奈川大学アジア研究センター客員研究員
　　　　　　 マレーシア，セランゴール国際イスラム大学（KUIS）
　　　　　　 シャーリア・法学部 講師）

　テーマ2：「ハラル・サプライチェーン：その独自性と複雑さ」
　　　　　　（Halal Supply Chain: The Uniqueness and Complexity）
　報告者 2：Mohd Helmi Ali
　　　　　　（神奈川大学アジア研究センター客員研究員
　　　　　　 マレーシア，マレーシア国民大学（UKM） 経済・経営学部
　　　　　　 シニア講師）

　テーマ 3：「フード・テクノロジーのハラル製品への活用」
　　　　　　（Correlating Food Technology and Halal products）
　報告者 3：Norhidayah Suleiman
　　　　　　（マレーシア，マレーシア・プトラ大学（UPM）
　　　　　　  食品科学技術学部　シニア講師）

●研究グループ：「アジアの政治発展」
◆2019 年 2 月 1 日（金）
　テーマ：「ポピュリズムの概念史――その理論的課題」
　報告者：吉田　徹 （北海道大学法学部教授）

講　演　会

共同研究グループ主催による公開研究会

ハノイ・ホーチミン視察報告 

　2月25日（月）から3月1日（金）までベトナムのハノ

イ、ホーチミンを視察した。その内容を簡単に報告させ

て頂く。今回の主な目的は3つである。一つには小職が

日本アセアンセンターと行っているASEAN各国の物

流業への規制の調査の一環で、現地の業界団体である

Vietnam Logistics Association（VLA）、郵船ロジステ

ィクスベトナム（以下YLKベトナム）、JETRO等を訪

問し、情報収集すること。二つ目は、2017年からセブ

ンイレブンが参入し、またそれを迎え撃つかのように

急速に店舗展開している地元資本のVin Mart Plus や

他のコンビニの動きなど食品流通の動向を探ること、

3つ目は味の素ベトナムを訪問し、SCM課題について

共有し、解決策を議論することなどである。本稿では物

流業の外資規制について中心に報告させて頂く。 

　まず、ハノイに入りVLAを訪問し、Tuongさんとい

う年配の男性とLanhさん、Thaoさんという女性の

3名と面談した。

　VLAはVietnam Freight Forwarders Association 

として1993年に設立。2013年に現在の名称に変更さ

れた。本部はホーチミン、ハノイに支部があり、ハノイ

支 部 は 北 部 の 会 員 の フ ォ ロ ー を 行 っ て い る。

2018/12/31現在、会員数は365社、その内、正会員

308社、賛助会員57社（内37社が外資）であり、大手の

物流会社が会員。日本の日本物流団体連合会（物流連）

のような組織との印象を受けた。 

　外資系企業が出資出来る比率、所謂外資規制は、か

なり細かく決められている。提供された2018年2月

の改正の最新の内容をまとめると下記の通りである。 

　・倉庫業、利用運送事業、宅配便100% 
　・通関業：99% 
　・外航海運、内航海運、鉄道輸送業：49% 
　・コンテナ荷役業：50％ 
　・国内輸送業：51%（但し、運転手は全てベトナム人

に限る） 

　・コンテナデポ運営会社：51% 
　・航空輸送：30％（但し、出資額についても100bil 

VND（4.5 mil USD）から1,300bil VND（58.3 mil 
USD）に制限されている。） 

　非常に詳しく説明して頂き感激したが、一方で、

Tuongさんからロジスティクスに関して日本に対

し、支援をお願いしたいということで下記の事を依頼

された。 

魚住　和宏 

神奈川大学アジア研究センター

News Letter
Center for Asian Studies, Kanagawa University

No.11  July,2019

CAS News Letter No.11 10 CAS News Letter No.11 1

神奈川大学アジア研究センター

C
A

S
《視察報告》
　「ハノイ・ホーチミン視察報告」　魚住　和宏

《個別奨励研究報告》
　「韓国におけるリノベーションまちづくりの調査報告」　鄭　一止

《視察報告》
　「タイ・バンコクとアユタヤ近郊の洪水跡地を視察して」　秋山　憲治

《シンポジウム報告》
　「神奈川大学箱根療養所にて公開シンポジウム」　泉水　英計
2018年度活動報告

1

3

6

8
10

Contents

向かって左が Tuong さん、右が Lanh さん
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